























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　じ一一一一 ﾎ 　告 　期 　聞・一一一一一夢｝・鈴一命令期間一（法律：上，5条届出受理後4ヵ月，延長された場合最長8ヵ月）匪（1・月）
??
（法津上公示後7ヵ月以降開店）
法　＿
第建都
三物道
条設府
遣場
者知
の事
届あ
出て
（事前商調協）
麟緯月）
　　園
（????????）
?????????
市町村長の意見
（正式商調協）
＝：：：：　〉
（1鱗）
?? ????
（開店13ヵ月前の届出を指導）
糊薩蘇毫羅長繍r鞭面壁
??
（法律上公示後7ヵ月以降開店｝
大規模小売店立地と商業立地政策　　エ03
⑳　1984年4月現在，全国で大型店出店をめぐる粉争条件は約400件にのぼると報告されている。杉岡碩夫
　r前掲書』104ページ。
⑳　杉岡碩夫r前掲書』102ページ。
團　鶴田俊正「競争促進の基盤ない一流通政策を欧米と比較」，日本経済新聞，経済教室，日本経済新聞
　社，昭和53年1月23日号。なお，フランスの二段階調整方式は同氏の調査によると，県レベルの商業都市
　計画，審議会（地方行政官，商業者，消費者代表20人で構成，議長は知事）が商業立地アセスメントとも
　いうべき出店の及ぼす諸影響についての調査リポートを基礎に都市計画的な観点から検討し，調整決定を
　まず行い，この決定に不満な場合には中央政府の都市計画審議会に上訴できる仕組みである。
團　この2点以外にも企業倒産，失業問題等重要な問題が残されているが今回は割愛した。
圏．都道府県総合計画，広域圏計画，市町村総合計画などがある。
飼　大阪府＝豊中市の例では，地方自治体の独自の商業調整ルールとして昭和51年2月に豊中市小売商業活動
　の調整に関する条例を施行。審議会は市長の諮問機関で，商業施設の適正配置を図りながら消費者利益を
　保護するという姿勢が貫れている。
飼　廣江彰『前掲書』100ページ。
團建設省，通商産業省の現行の諸法律，制度に対する評価は，商業立地は工業立地に比して土地利用の混
　乱をもたらすことはないという見解がある。
（28｝阿部真也r現代流通経済論』有斐閣（経済学叢書11）228ページ。
